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資料２ 

 
岐阜県の緊急経済・雇用対策について 

（令和２年度予算 ４月専決、５月補正対応） 

 

  

補正額合計：153億8,200万円 

４月専決：73億3,300万円 

５月補正：80億4,900万円 

 

１．雇用の維持と就労支援  

 

○雇用調整助成金の上乗せ助成        【５月補正300,000千円】 

・国の雇用調整助成金の拡大に加えて、さらに雇用の維持を図る事業主

のために市町村が助成金の上乗せ支援をする場合に、市町村の助成額

の1/2を助成。          

【取組状況】 

・国の２次補正における上限額引上げの動向を注視 

 

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響による離職者等の再就職支援 

・就労の場や機会を失った求職者のための就労相談体制を強化（総合人

材チャレンジセンター相談員：２名増員）。 【５月補正14,200千円】 

【取組状況】 

・総合人材チャレンジセンターの相談員を２名増員（５月８日）し、 

体制を強化。 

 

・就労の場を失った方を正社員として雇用した事業者に対して助成 

（１人当たり60万円）。         【５月補正15,000千円】 

【取組状況】 

・５月中の募集開始に向けて準備中。雇用日は遡及して適用予定 

 

○新型コロナウイルス感染症の影響を受けた離職者等の県職員への採用 

・新型コロナウイルスの影響を受け離職を余儀なくされた方や就職が困

難となった新卒者を対象とした県職員採用（５名程度）を６月１４日

（日）に実施予定。 
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○ＷＥＢ版の合同企業説明会の開催      【４月専決27,487千円】 

・県主催のＷＥＢでの合同企業説明会を開催するほか、民間のＷＥＢ採

用活動への参加やＰＲ動画の作成を行う企業に必要となる経費を補

助。 

【取組状況】 

・ＷＥＢ合同企業説明会の開催に向けて、５月１４日から参加企業の 

 募集を開始。６月中に４回開催予定。 

・ＷＥＢ掲載用動画の作成やＷＥＢ合同説明会の参加に必要となる 

経費を対象とした補助金を創設し、５月８日から募集を開始。 

 

○外国人材受入支援事業費補助金        【４月専決1,000千円】 

・技能実習生等の受入れを行う監理団体と海外を結ぶＷＥＢ面接に必要

な機器導入経費等を支援。 

【取組状況】 

・第１次公募（４月１７日～５月８日）にて２団体を採択。 

・現在、各団体が海外の技能実習生の送出し機関とＷＥＢ面接の実施 

について調整中。 

・今後、随時公募を継続予定。 

 

○外国人留学生向けの就職情報の発信      【４月専決7,234千円】 

・留学生を積極的に採用する県内企業のＰＲ動画をＷＥＢ上で配信する

ほか、ＷＥＢ版の合同説明会を開催。 

【取組状況】 

・留学生の採用に積極的な企業情報を収集中。今後ＷＥＢ等で留学生

に提供予定。 

・６～８月にかけて留学生対象のＷＥＢ合同企業説明会を４回程度 

開催予定。 

 

 

２．資金繰り対策  

 

○新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 【４月専決7,127,680千円】 

・新型コロナウイルス感染症による影響で、市町村長からセーフティネ

ット保証４号、５号、危機関連保証のいずれかの認定を受けた者に対

し、実質無利子無担保で融資を受けることができる県の制度融資を創

設（融資限度額3,000万円（無担保）、償還期間10年以内（据置5年

以内、利率1.4%）。 
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【取組状況】 

・５月１８日現在の実績 ※５月１日から申請受付を開始 

融資件数５８８件（融資額１０７億８，７００万円） 

 

 

３．事業者の事業活動継続に対する支援  

 

○新型コロナウイルス感染症対応事業者応援補助金の創設 

【４月専決50,000千円】 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内に主たる事務所を有す

る小規模事業者に対し、業態転換など、事業の継続に向けた取組みを

支援する補助制度を創設（補助率：2/3補助上限1,500千円）。 

【取組状況】 

・５月１日から募集を開始。 

※募集期間…５月１日～６月５日 

 

○感染拡大防止に向けたテレワーク導入の支援 【４月専決22,000千円】 

・民間企業のテレワーク導入を推進するため、国の働き方改革推進支援

助成金を活用し、テレワークを新規で導入する中小企業者に対し、県

独自の上乗せ支援を実施。 

【取組状況】 

・５月７日から募集を開始。 

 ※国の支給決定後の申請になるため、５／１８現在申請なし。 

・支援内容…新型コロナウイルス感染症対策のためのテレワークコ 

ースとして国の助成金を受けた中小企業者に対し、国と同額を給付 

（上限1,000千円）ほか。 

 

○障がい者雇用企業のテレワークの導入支援  【４月専決 7,089 千円】 

・障がい者雇用にあたりテレワーク導入を検討している企業に対し、専

門家からのサポートや機器の無償貸出しを実施。 

【取組状況】 

・実施企業の選定調査を実施中。５月中に決定予定 

 

○テレワーク用サテライトオフィスの設置支援 【４月専決28,635千円】 

・ソフトピアジャパンエリアの県有施設に、民間企業が施設利用型テレ

ワークを行うためにサテライトオフィスを整備する際に、その利用料

を免除。 
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【取組状況】 

・５月1日から募集を開始。 

※複数社から問い合わせあり。 

 

○Ｅコマースによる支援 

・飛騨牛や花きなど、県産農畜水産物の消費拡大を図るため、自宅でも

注文可能なネット販売キャンペーンを実施するとともに、生産者団体

等が行うネットによる販売促進活動を支援。 

【４月専決15,000千円】、【５月補正5,000千円】 

【取組状況】 

・「ギフツプレミアム」のオンラインショップで、飛騨牛、花きの割

引販売（通常価格の２割引・送料無料）を実施。 

（実施期間）令和２年４月２４日～ 

（販売実績）飛騨牛（4/24～5/18  25日間）：752,000円（161点） 

花き（4/29～5/18  20日間） ：443,920円（144点） 

合計：1,195,920円（305点） 

・生産者団体等が行う活動支援（県産農畜水産物消費拡大推進事業） 

 についても、５月下旬に公募開始予定。 

 

・県産品の販売促進に向け、大手ＥＣサイト等ＷＥＢ上で岐阜県フェア

を開催。                【４月専決 9,676 千円】 

【取組状況】 

・４月２９日から、「飛騨・美濃すぐれもの」サイト内で税込５千円 

以上の県産品購入者に即時利用可能な千円分のクーポン券を発行 

する県産品販促キャンペーンを開始。 

 ＜５月１７日現在＞ 

クーポン券利用者２８１人、売上2,001,821円 

・７月から第２弾として特設ページを設け「岐阜県ＷＥＢ物産展」を 

開催予定。 

 

・民間企業が利用しているウェブ会議システムを活用し、大都市圏バイ

ヤーと県産品メーカーがオンライン上でマッチングする個別商談会

を開催。 

 

○新型コロナウイルスの影響を受けた事業者に対する事業承継の支援 

・新型コロナウイルス感染症の影響により廃業等経営の危機に直面する

事業所に対して、創業を希望する第三者とのマッチングにより事業承

継を支援する補助制度を創設。      【５月補正10,680千円】 
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【取組状況】 

・６月初旬頃の公募開始予定に向けて関係機関と調整中。 

 

○飛騨牛の需要拡大の支援 

・飛騨牛の需要拡大を図るため、県内食肉市場で飛騨牛を購入する事業

者に対し、購入費用の一部を支援。    【５月補正60,000千円】 

【取組状況】 

・対象期間（５月１８日～６月１１日）中のセリで飛騨牛を購入する 

事業者に対し、１頭あたり１０万円を補助。 

  岐阜市食肉地方卸売市場：5/18～（※5/18…対象頭数：53頭） 

飛騨ﾐｰﾄ地方卸売市場  ：5/21～ 

 

○県産花きの利用拡大の支援 

・県産花きの需要拡大のため、県総合庁舎などの県有施設や市町村庁舎

などにおける花飾り経費を支援。     【５月補正32,000千円】 

【取組状況】 

・４月２７日から花飾りを希望する医療機関の募集を開始（～5/20） 

・５月下旬から３か所の県病院において花飾りを順次実施予定。 

・６月以降、総合庁舎や市町村庁舎において花飾りを実施予定。 

 

○県営工業用水道の料金の徴収猶予 

・受水企業からの申請により料金の徴収を猶予。 

【取組状況】 

・令和２年４月分から最大３ケ月支払いを猶予。 

※５月１８日現在、受水企業（１１社１２事業所）からの相談・申 

請なし。 

 

○計画的な公共事業の発注 

・切れ目のない計画的な公共事業の発注に努め、業界の景気を下支え。 
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４．感染拡大防止対策 

 

 ○休業等協力要請に係る協力金      【５月補正 7,611,706千円】 

  ・県の休業等協力要請に基づき、県内の施設を全面的に休業等する中小

の事業者に対し「岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金」

を支給。                

   （概要） 

    支 給 額：５０万円（１事業者あたり） 

    対象期間：４月１８日（土）～５月６日（水） 

    支給要件： 

     ・岐阜県内で対象施設を運営する事業者であること。 

・４月１７日以前から対象施設を運営し、営業実態がある事業者 

であること。 

・全ての期間において、休業協力要請に協力いただくこと。 

     ・県内の施設の休業等を行った場合であること（県外本社の事業

者も対象）。 

【取組状況】※５月１９日現在 

・申請件数：１５，６８０件 

・支給決定： ２，８５４件 

 

○従業員等の感染により一時的に閉鎖した事業所等への支援 

【４月専決37,500千円】 

・従業員等が感染したことにより、一時的に閉鎖した事業所等で、その

事実を速やかに公表し、検査に協力した者の再開に向けて行う消毒等

の経費を閉鎖期間に応じて助成（閉鎖期間1日～13日：25万円、14日

以上：50万円）。 

 


